
①　信用リスクに対する所要自己資本の額及び区分ごとの内訳　　
（単位：千円）

21 年 度 22 年 度

エクスポージャー
の 期 末 残 高

リスク・アセット額
a

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

エクスポージャー
の 期 末 残 高

リスク・アセット額
a

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

我が国の中央政府及び中央銀行向け 6,472,142 ー ー 8,353,004 − −

我が国の地方公共団体向け 10,886,228 ー ー 9,914,615 − −

地方公共団体金融機構向け 294,762 ー ー 296,247 − −

我が国の政府関係機関向け　 209,485 211,170

地方三公社向け ー ー ー − − −

金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 137,407,566 27,481,513 1,099,260 139,619,739 27,923,947 1,116,957

法人等向け 1,270,327 950,035 38,001 1,323,269 1,032,376 41,295

中小企業等向け及び個人向け 8,850,281 5,618,872 224,594 8,992,764 5,712,562 228,502

抵当権付住宅ローン 27,875,245 9,724,995 388,999 27,551,916 9,608,628 384,345

不動産取得等事業向け 3,259,833 3,229,444 129,177 2,844,641 2,821,340 112,853

三月以上延滞等 2,249,236 1,044,890 41,795 1,950,521 662,406 26,496

信用保証協会等保証付 14,823,724 1,468,213 58,728 17,178,819 1,703,848 68,153

共済約款貸付 65,707 ー ー 69,407 − −

出資等 10,995,978 10,951,556 438,062 11,005,904 10,961,482 438,459

複数の資産を裏付とする資産（所謂ファンド）

のうち、個々の資産の把握が困難な資産
932,096 4,660 186 1,083,106 2,076 83

証券化 ー ー ー − − −

上記以外 42,931,561 41,369,913 1,654,796 42,244,062 40,662,255 1,626,490

合　　計 268,524,178 101,840,095 4,073,603 272,639,189 101,090,925 4,043,637

オペレーショナル・リスク

に対する所要自己資本の額

〈基礎的手法〉

オペレーショナル・リスク相当額を

８％で除して得た額
所要自己資本額

オペレーショナル・リスク相当額を

８％で除して得た額
所要自己資本額

a b＝a×4％ a b＝a×4％

10,070,326 402,813 9,942,639 397,705

所要自己資本額計

リスク･アセット等（分母）計 所要自己資本額 リスク･アセット等（分母）計 所要自己資本額

a b＝a×4％ a b＝a×4％

111,910,422 4,476,416 111,033,565 4,441,342

（注）１．「リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果適用後のリスク・アセット額を原エクスポージャーの種類ごとに記載し
ています。

２．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、具体的には貸出金や有価証
券等が該当します。

３．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から３ヶ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー
及び「金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウエイトが150％になったエクスポー
ジャーのことです。

４．「証券化（証券化エクスポージャー）」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層
化し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポージャーのことです。

５．「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央政府等以外の公共部門向け・国
際開発銀行向け・取立未済手形・未決済取引・その他の資産（固定資産等）が含まれます。

６．当JAでは、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたって、基礎的手法を採用しています。
〈オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額の算出方法（基礎的手法）〉
（粗利益（正の値の場合に限る）×15％）の直近３年間の合計額

÷８％
直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数

２．自己資本の充実度に関する事項
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